
実証項⽬１．地⽅公共団体の防災担当者の負担軽減 実証項⽬３．Ｇ空間情報を活⽤した情報の視覚化
実証項⽬２．電⼒やガスなどのエネルギー事業者の情報の流通 実証項⽬４．在住外国⼈への情報伝達

オープンデータ

実証概要

実証終了以降の取組内容

実証成果・課題
成果
 避難勧告・指⽰情報の発令地区や避難所の開設・閉鎖情報を従来の⽂字に加え、データ放送・スマホで地図で⼀⽬で分かりやすく伝える実証をした。
 Ｌアラートから受信した情報を翻訳ＡＰＩと連携しながら⾃動翻訳し、データ放送とスマホへ多⾔語で伝達する実証をした。
 ガス供給情報、停電情報をＬアラートに流通させた。
課題
 地図⽤のデータはデータ量が多くなりがち。⾃治体・ライフライン事業者等が簡単に発信し、情報伝達者が利活⽤するための全国共通のルールと環境の整備。
 各国毎に分かりやすい表現⽅法を調査し変換規則・⽂書テンプレート集を整備。翻訳ＡＰＩサービス等と通じ、全国で共助・共有する体制の整備。

G空間防災システムとLアラートの連携推進事業
「地域住⺠に対する防災情報とエネルギー供給情報を、
データ放送とＷＥＢアプリを使って地図および多⾔語で伝達する⼿法の実証」
代表提案者：テレビ埼⽟（実施地域：埼⽟県川⼝市、所沢市）
コンソーシアム構成員：埼⽟県 川⼝市 所沢市 武州ガス 東京ガス ⽇本ガス協会 東京電⼒ メイテツコム

 データ放送やＷＥＢアプリを使って地図および多⾔語で表⽰する機能の継続的な改良および利活⽤の提案
 Ｈ２８年度以降にＬアラート連携予定の県防災システム発の市町村情報への対応と利⽤促進
 埼⽟県内外の⾃治体・ライフライン事業者・情報伝達者等のＬアラート利⽤者との継続的な情報交換を通じたＧ空間とＬアラートの有効活⽤事例の創出
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武州ガス、東京ガス[実証2]

実証１．地⽅公共団体の防災担当者の負担軽減 実証３．Ｇ空間情報を活⽤した情報の視覚化
・ Ｇ空間情報の簡便な操作による発信 ・⾃治体が送信したＧ空間情報をデータ放送で提供
・ 遠隔⼊⼒が可能なタブレットによる発信 ・⾃治体が送信したＧ空間情報をスマートフォンで提供

実証２．電⼒やガスなどのエネルギー事業者の情報の流通 実証４．在住外国⼈への情報伝達
・ 防災情報／ガス供給情報の簡便な発信 ・多⾔語に⾃動翻訳しデータ放送で提供
・ 停電情報を流通 ・多⾔語に⾃動翻訳しスマートフォンで提供
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1．実証概要
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2．実証成果・課題 〜情報発信者からの容易な⼊⼒①〜
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■Ｇ空間情報の⾃動的な⼊⼒等
総務省統計局のe-Statで公開されている⼤字町丁⽬のポリゴンデータや
国⼟交通省の国⼟数値情報で公開されている避難施設情報の緯度経
度データを⼊⼒システムのマスタとして整備し、Ｌアラートの送信データとし
て活⽤した。

地域マスタが整備されていることに対し、良い評価が得られた。

実証では市の自治区をマスタとして利用したが、市町村が整備するハザードマップ等のポリゴン、大字町丁目単位のポリゴンも望まれた。
ポリゴンを臨機応変に編集できる機能も必要との意見があった。

ポリゴンの編集機能

地区マスタへ登録画⾯

避難情報の発令地区選択画⾯
⽂字と地図で対象を確認

住⺠向けの通達内容
⼊⼒画⾯

「⼤字町丁⽬ポリゴン」を元に「地区ポリゴン」を整備

結合・加工



2．実証成果・課題 〜情報発信者からの容易な⼊⼒②〜
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■ ガス供給情報
日本ガス協会と相談し、ホームページが主な発信手段であり、現業に即
して事前に用意している文書テンプレートを簡単に貼り付けられる入力
画面を作成した。
営業エリアの市町村を事前に発信先としてマスタ設定し、
Ｌアラートへの送信は速報性に効果を感じるが、即時に伝わるため慎重
さが必要との意見があった。

■ 電力事業者の停電情報
東京電力と相談し、東京電力が現在の
システムで提供可能な停電情報のデー
タを取得し、Ｌアラートに送信した。
新たに定義した情報フォーマットのほ
か、従来のお知らせフォーマットに変
換した情報をＬアラートへ送信しコモ
ンズビューワで確認できるようにした。

■ 遠隔操作
電源喪失等、庁舎内で情報発信できない場合にも情報発信が可能
となるよう、庁舎外から操作するタブレット向け⼊⼒画⾯を作った。

タブレットは、避難所の混雑状況など現地でないと把握できないことを
⼊⼒できそうであるとの意⾒が得られた。

操作性は普通との評価であったが、PCと⽐較して簡単に⽂字を貼り付
けられない。操作性の改善が必要である。

画⾯サイズを考慮したタブレット⽤画⾯

ガス事業者向け⼊⼒画⾯



2．実証成果・課題② 〜Ｌアラートから受信した情報の視覚化〜
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■ Ｇ空間情報の視覚化と、在住外国⼈への情報伝達

データ放送のトップを縮小して表示。本線映像を維持し
ながら防災情報の発生を告知できた。

成果 課題 Ｌアラートで⼊⼿可能な情報を使って避難情報の発令地区／避難所
の開設状況を⽂字に加え地図で表現し、データ放送・スマートフォンで
⼀⽬で分かりやすく伝えることができた。

 地域住⺠（⽇本⼈）の評価は⾼かった。
 ガス供給情報／停電情報をＬアラートで伝達できることを確認できた。
シンプルな⼊⼒フォーマットであることが⼊⼒者の負荷軽減に有効。

 英語は、現在のデータ放送でも情報伝達できることが分かった。

 伝わりやすい多⾔語表現を実現するには、各国の⼈々にどのような
表現が良いかを聞きながら変換規則を整備することが必要。国に
よって期待する表現が異なる。

 データ放送帯域は限られているため、多数の市町村が同時に情報
発信した際に放送波で伝達する優先順位の決定⽅針が課題。

 ポリゴンを利⽤するとわかりやすく伝えられるが、データ量が多くなりが
ち。効率よくＬアラートで流通させる⽅法の検討が必要。



3．実証終了以降の取組内容
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システムの改良

① データ放送やＷＥＢアプリを使って地図および多言語で表示する機能の継続的な改良および利活用の提案（伝達地区
の狭域化／県内全市町村対応）

② 災害時に、データ放送を防災モードに切り替え、より詳しく伝えられるようデータ放送設備を整備

③ 埼玉県内の自治体やライフライン事業者および県外のＬアラート利用者と継続的に情報交換しながら、
埼玉県内市町村が埼玉県防災システムを通じて発する防災情報・お知らせ情報をデータ放送で伝達する環境の整備
Ｇ空間とＬアラートを有効活用する手段の継続検討

普及展開に対する当初計画の目標

① 埼玉県下６３市町村のＬアラート利用を促進する活
動の実施。

② エネルギー事業者の情報収集に関する課題等の整理
と県防災システムに備える仕様の明確化。

③ ガス事業者向けシステム・停電情報用システムの継
続利用。

実証を通じ分かった検討すべき事項

①伝わりやすい多⾔語表現を実現するには、各国の⼈々の意
⾒を聞きながら変換規則を整備することが必要。国によって
期待する表現が異なる。

② データ放送帯域は限られているため、多数の市町村が同時
に情報発信した際に放送波で伝達する優先順位の決定⽅
針が課題。

③ ポリゴンを利⽤するとわかりやすく伝えられるが、データ量が多く
なりがち。効率よくＬアラートで流通させる⽅法の検討が必要。



埼⽟Ｌアラート利活⽤検討会 コンソーシアム代表
株式会社 テレビ埼⽟
部署名 取締役 技術局⻑
担当者名 河上 利⽂
電話番号 ０４８－８２４－４１０３
電⼦メール kawakami@tv-saitama.co.jp

本実証事業に関する問合せ先
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株式会社 メイテツコム
部署名 事業統括本部 社会情報ソリューション部 第１担当
担当者名 下⾕ 幸信、市川 昌史、横⼭ ⿇⾐
電話番号 ０５２－５８９－２２０１
電⼦メール commons@meitetsucom.co.jp


